
物 品 交 換 契 約 書 （案） 

 

 

発注者 青森県東津軽郡蓬田村大字蓬田字汐越１番地３ 

          蓬田村長 久 慈 修 一    

 

受注者  

 

 

 

上記当事者間において、物品の交換のため、次のとおり契約を締結した。 

  

（交換する物品の内容） 

第１条 発注者と受注者は、それぞれの所有する次に掲げる物品を交換することを約した。 

(１) 発注者が交換に供する物品（以下「下取物品」という。）の名称、型式、規格、数

量、金額等は、次のとおりとする。 

ア 名  称  三菱パジェロミニ 

イ 型  式  仕様書のとおり 

ウ 規  格  仕様書のとおり 

エ 数  量  １ 台 

オ 金  額  ￥        円         

（うち消費税及び地方消費税の額 ￥     円） 

カ そ の 他  登録は、引渡し後、受注者が速やかに抹消するものとする。 

(２) 受注者が交換に供する物品（以下「取得物品」という。）の名称、型式、規格、数

量、金額、付属品等は、次のとおりとする。 

ア 名  称  軽四輪自動車（オフロードタイプ） 

イ 型  式  仕様書のとおり 

ウ 規  格  仕様書のとおり 

エ 数  量  １ 台 

オ 金  額  ￥       円         

（うち消費税及び地方消費税の額 ￥      円） 

カ 付属品等  仕様書のとおり 

２ 発注者は、交換差金として、金       円を受注者に支払うものとする。 

（契約保証金） 

第２条 契約保証金は、      とする。 

２ 前項の契約保証金には、利息を付さないものとする。 

３ 第１項の契約保証金は、受注者が契約を履行した後、受注者に還付するものとする。 



 

 

（取得物品の納入期限等） 

第３条 取得物品の納入期限及び納入場所は、次のとおりとする。 

(１) 納入期限  令和７年３月３１日 

(２) 納入場所  蓬田村大字蓬田字汐越１番地３ 蓬田村役場 

２ 受注者は、取得物品を納入しようとするときは、あらかじめその旨を発注者に通知する

ものとする。 

３ 受注者は、第１項の納入期限までに取得物品を納入できないときは、遅滞なく発注者に

書面により理由を付して通知しなければならない。 

４ 発注者は、第１項所定の期日までに下取物品を引き渡すものとする。この場合において、

発注者が必要と認めるときは、前段の規定にかかわらず次条第１項に規定する取得物品の

引渡しと同時に、当該下取物品の引渡しを行うことができるものとする。なお、仕様書に

おいてこれと異なる定めをした場合は、この項の規定にかかわらず、当該仕様書の定めに

従うものとする。 

（取得物品の検査等） 

第４条 発注者は、取得物品の納入があった場合において、受注者の立会いの下に検査を行

うものとし、検査の結果、合格と認めるときは、直ちに取得物品の引渡しを受けるものと

する。 

２ 前項の検査に要する費用及び検査のために取得物品が変質又は消耗き損したことによる

損害は、すべて受注者の負担とする。ただし、特殊の検査に要する費用は、この限りでな

い。 

３ 受注者は、自らの都合により検査に立ち会わないときは、検査の結果について異議を申

し立てることができないものとする。 

４ 第１項の検査に合格しなかったときは、受注者は、取得物品を遅滞なく引き取り、発注

者の指定する期日までに代品を納入しなければならない。 

５ 前条第２項及び第３項並びに前各項の規定は、代品の納入について準用する。 

（所有権の移転時期） 

第５条 所有権は、取得物品にあっては前条第１項の検査に合格し、引渡しを完了した時に、

下取物品にあっては第３条第４項の引渡しを完了した時に、それぞれ互いに相手方に移転

するものとする。 

（交換差金の支払） 

第６条 受注者は、受注者の取得物品の引渡しを完了した後、請求書により発注者に交換差

金を請求するものとする。 

２ 発注者は、前項の請求書を受理した日から起算して３０日以内に交換差金を支払うもの

とする。 

 



 

 

 （権利の譲渡等の制限） 

第７条 受注者は、この契約により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させて

はならない。ただし、あらかじめ発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

（遅延利息） 

第８条 受注者は、その責めに帰する理由により第３条第１項の納入期限までに取得物品を

納入しなかった場合は、当該納入期限の翌日から納入した日までの日数に応じ、交換差金

（既納部分に係るものを除く。）の額につき年２．５パーセントの割合で計算して得た金

額を遅延利息として発注者に納付するものとする。この場合において、遅延利息の額が１

００円未満であるとき、又はその額に１００円未満の端数があるときは、その全額又は端

数を切り捨てるものとする。 

２ 発注者は、前項の遅延利息を、交換差金より控除することができる。 

（契約不適合責任） 

第９条 受注者は、納入した物品に種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないも

の（以下「契約不適合」という。）があるときは、別に定める場合を除き、その修補、代

替物の引渡し若しくは不足分の引渡しによる履行の追完又はこれに代えて若しくは併せ

て損害賠償（以下「履行の追完等又は損害賠償」という。）の責めを負うものとする。た

だし、当該契約不適合が発注者の指示により生じたものであるときは、この限りでない。 

２ 前項の履行の追完等又は損害賠償の請求は、発注者がその契約不適合の事実を知った時

から１年以内に受注者にその旨を通知して行わなければならない。 

（契約の解除） 

第１０条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約を解除する

ことができる。 

（１）第３条第１項の納入期限までに取得物品を納入しなかったとき。ただし、発注者の

責めに帰する理由によるときはこの限りでない。 

（２）第７条の規定に違反して、交換差金債権を譲渡したとき。 

（３）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７ 

  号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員

（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）が経営に実質的に関与している

と認められる者に交換差金債権を譲渡したとき。 

（４）第３条第１項の納入期限までに取得物品を納入する見込みがないと明らかに認めら

れるとき。 

（５）その他この契約に違反し、その違反によってこの契約の目的を達することができな

いと認められるとき。 

２ 次に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第４号の規定に基づき発注者が解除し

たものとみなす。 



 

 

（１）受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法

律第７５号）の規定により選任された破産管財人 

（２）受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４

年法律第１５４号）の規定により選任された管財人 

（３）受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

（契約保証金の帰属） 

第１１条 発注者が、前条の規定によりこの契約を解除した場合は、第２条の契約保証金は、

発注者に帰属するものとする。 

２ 第８条第２項の規定は、前項の違約金を徴収する場合に準用する。 

（損害賠償） 

第１２条 発注者は、第１０条の規定によりこの契約を解除した場合において、前条の違約

金又は契約保証金（契約保証金の納付に代えて提供された担保については、当該担保の価

値）若しくは履行保証保険の保険金の額を超えた金額の損害が生じたときは、その超えた

金額を損害賠償として受注者から徴収する。 

（協議事項） 

第１３条 この契約書に定めのない事項及び疑義の生じた事項については、発注者と受注者

とが協議して定めるものとする。 

 

 

上記契約の成立を証するため、この契約書を２通作成し、発注者及び受注者が記名押印し、

各自その１通を保有するものとする。 

 

 

令和 ６ 年  月  日 

 

 

発注者 青森県東津軽郡蓬田村大字蓬田字汐越１番地３ 

        蓬田村長  久 慈 修 一 

 

 

受注者  

 

 

     

 


